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２０２０年工業統計調査（確報・概要版） 

（１）概 況 

 事業所数は、１,５８１事業所で、２０１９年工業統計調査（以下「前回調査」という。）に比べて 

５９事業所（３.６％）減少した。 

従業者数は、５４,６３０人で、前回調査に比べて１，５１５人（２.７％）減少した。 

製造品出荷額等は、１兆７,１９２億円で、前回調査に比べて６９７億円（３.９％）減少した。 

付加価値額は、６,６６１億円で、前回調査に比べて２５億円（０.４％）減少した。 

○事業所数及び従業者数（従業者4人以上の事業所） 

区 分 

２０１９年 ２０２０年 

増減率 工業統計調査 工業統計調査 

（R1.6.1 現在） （R２.6.1 現在） 

全 国 
事業所数 185,116 181,877 ▲１.７% 

従業者数 7,778,124 人 7,717,646 人 ▲０.８% 

長崎県 
事業所数 1,640 1,581 ▲３.６% 

従業者数 56,145 人 ５4,630 人 ▲2.７％ 

○製造品出荷額等及び付加価値額（従業者 4 人以上の事業所） 

区 分 

２０１９年 ２０２０年 

増減率 工業統計調査 工業統計調査 

（H３０年分） （R１年分） 

全 国 
製造品出荷額等 331 兆 8,094 億円 322 兆 5,334 億円 ▲２.８% 

付加価値額 104 兆 3,007 億円 100 兆 2,348 億円 ▲３.９% 

長崎県 
製造品出荷額等 1 兆 7,８90 億円 1 兆 7,192 億円 ▲３.９% 

付加価値額 6,686 億円 6,661 億円 ▲０.４% 
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（２）事業所数 

 

 

事業所数は１，５８１事業所で、前回調査に比べて５９事業所（３．６％）減少した。 

 産業別の増減をみると、食料品製造業▲４０事業所（増減率▲６．８％）、繊維工業▲７事業所（同

▲６．８％）、窯業・土石製品製造業▲７事業所（同▲４．０％）など１１業種で減少し、はん用

機械器具製造業＋４事業所（同＋７．４％）、電気機械器具製造業＋２事業所（同＋５．３％）、

生産用機械器具製造業＋２事業所（同＋４．８％）など８業種が増加した。 

産業別の構成比は、１位が食料品製造業３４．４％（５４４事業所）、２位が窯業・土石製品製造

業１０．６％（１６８事業所）、金属製品製造業１０．６％（１６８事業所）、次いで輸送用機械器

具製造業８．３％（１３１事業所）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１，５８１事業所 

前年比 ３．６％減 
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（３）従業者数 

 

 

 従業者数は５４，６３０人で、前回調査に比べて１，５１５人（２．７％）減少した。 

 産業別の増減をみると、食料品製造業▲５５３人（増減率▲３．６％）、輸送用機械器具製造業

▲４９９人（同▲６．０％）、情報通信機械器具製造業▲２３１人（同▲１７．５％）など１７業種

で減少し、生産用機械器具製造業＋２７０人（同＋１９．８％）、電子部品・デバイス・電子回路

製造業＋１７２人（同＋３．７％）など７業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が食料品製造業２７．３％（１４，９０７人）、２位が輸送用機械器具製造

業１４．３％（７，７９５人）、３位が はん用機械器具製造業９．０％（４，９３５人）、次いで電

子部品・デバイス・電子回路製造業８．７％（４，７７３人）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５４，６３０人 

前年比 ２．７％減 
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（４）製造品出荷額等 

 
 

 製造品出荷額等は１兆７，１９２億１，２００万円で、前回調査に比べて６９７億４，９００万円

（３．９％）減少した。 

産業別の増減をみると、はん用機械器具製造業▲３９５億８００万円（増減率▲１０．５％）、輸送

用機械器具製造業▲１５３億８,６００万円（同▲４．８％）、電子部品・デバイス・電子回路製造業

▲８３億７，９００万円（同▲２．７％）など１４業種で減少し、食料品製造業＋４９億９,８００万円

（同＋１．７％）、電気機械器具製造業＋４２億８，４００万円（同＋１０．４％）、生産用機械器

具製造業＋２８億８，０００万円（同＋８．９％）など７業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が はん用機械器具製造業１９．７％（３，３８４億７，０００万円）、

2位が食料品製造業１７．８％（３，０５６億３００万円）、３位が輸送用機械器具製造業１７．６％

（３，０１９億１，０００万円）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１兆７，１９２億１，２００万円 

前年比３．９％減 
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（５）付加価値額 

 
 

 付加価値額（従業者４～２９人は粗付加価値額）は６，６６０億７,４００万円で、前回調査に比べて

２５億４,０００万円（０．４％）減少した。 

産業別の増減をみると、輸送用機械器具製造業▲２４７億２，４００万円（増減率▲３６．７％）、

化学工業▲３４億９,４００万円（同▲３７．４％）、金属製品製造業▲３０億７ ,７００万円

（同▲８．５％）など１２業種で減少し、はん用機械器具製造業＋１５６億３ ,１００万円

（同＋１０．３％）、電子部品・デバイス・電子回路製造業＋１０４億３,２００万円（同＋５．７％）、

食料品製造業＋５０億４，０００万円（同＋５．１％）など９業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業２８．９％（１，９２３億３,１００

万円）、２位が はん用機械器具製造業２５．１％（１，６７４億３，２００万円）、３位が食料品製

造業１５．５％（１，０３５億４，８００万円）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６，６６０億７,４００万円 

前年比 ０．４％減 
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（６）設備投資額 

 

 設備投資額（従業者３０人以上の事業所）は、１，１９９億５，１００万円で、前回調査に比べて 

３３３億２，８００万円（３８．５％）増加した。 

 産業別の増減をみると、輸送用機械器具製造業▲４４億２，９００万円（増減率▲２７．８％）、

業務用機械器具製造業▲３２億６，６００万円（同▲８３．４％）、金属製品製造業▲１１億

１，３００万円（同▲３８．８％）など９業種で減少し、電子部品・デバイス・電子回路製造業

＋３７１億５，３００万円（同＋９２．７％）、はん用機械器具製造業＋３１億８００万円

（同＋９９．５％）、飲料・たばこ・飼料製造業＋２６億６，４００万円（同＋１３４．０％）など

８業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業６４．４％（７７２億３，９００

万円）、２位が輸送用機械器具製造業９．６％（１１４億９,２００万円）、３位が食料品製造業

７．６％（９０億９，５００万円）、次いで はん用機械器具製造業５．２％（６２億３，１００万円）

の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１，１９９億５，１００万円 

前年比 ３８．５％増 



7 

 

（７）付加価値率、現金給与率、原材料率 

① 付加価値率 

 従業者３０人以上の事業所における付加価値率は３９．８％で前回調査より２．０ポイント上回った。 

 産業別にみた付加価値率は、電子部品・デバイス・電子回路製造業が６７．２％で最も高く、次いで

印刷・同関連業５５．５％、窯業・土石製品製造業５２．２％の順であった。一方、低い業種は輸送

用機械器具製造業１２．１％、業務用機械器具製造業１２．７％、飲料・たばこ・飼料製造業２０．７％

の順であった。 

② 現金給与率 

 従業者３０人以上の事業所における現金給与率は１２．１％で前回調査より０．３ポイント上回った。 

 産業別にみた現金給与率は、印刷・同関連業が３２．１％で最も高く、次いでパルプ・紙・紙加工品

製造業３０．４％、窯業・土石製品製造業２６．７％の順であった。一方、低い業種は飲料・たばこ・

飼料製造業６．３％、電子部品・デバイス・電子回路製造業９．６％、はん用機械器具製造業９．８％

の順であった。 

③ 原材料率 

 従業者３０人以上の事業所における原材料率は５４．８％で前回調査より２．４ポイント下回った。 

産業別にみた原材料率は、輸送用機械器具製造業８４．８％が最も高く、次いで業務用機械器具製

造業８４．７％、飲料・たばこ・飼料製造業７５．０％の順であった。一方、低い業種は、電子部品・

デバイス・電子回路製造業１５．５％、印刷・同関連業４０．１％、窯業・土石製品製造業４２．７％

の順であった。 
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（８）市町別の状況 

①  事業所数        ～ 南島原市、雲仙市、大村市などで減少 ～ 

事業所数を市町別にみると、南島原市▲２３事業所（増減率▲１４．３％）、雲仙市▲６事業所

（同▲９．７％）、大村市▲４事業所（同▲４．３％）など１７市町で前回調査に比べ減少した。 

また、市町別の構成比は、長崎市２９６事業所（１８．７％）、佐世保市２６６事業所（１６．８％）、

諫早市１６８事業所（１０．６％）の順になっている。 
 

②  従業者数        ～ 長崎市、時津町、大村市などで減少 ～ 

 従業者数では、長崎市▲４２５人（増減率▲３．９％）、時津町▲２９１人（同▲８．７％）、大村市

▲２２９人（同▲５．０％）、南島原市▲２２６人（同▲１４．２％）など１３市町で減少した。 

一方、諫早市＋２００人（同＋１．９％）、川棚町＋３８人（同＋３．１％）、西海市＋３４人（同

＋１．２％）、新上五島町＋１４人（同＋４．１％）の７市町で前回調査に比べ増加した。 

また、市町別の構成比は、長崎市（１９．４％）、諫早市（１９．２％）、佐世保市（１４．４％）

の順になっている。 
 

③  製造品出荷額等     ～ 長崎市、大村市、波佐見町などで減少 ～ 

 製造品出荷額等では、長崎市▲７２２億６，１００万円（増減率▲１４．０％）、大村市▲９５億

７，６００万円（同▲７．６％）、波佐見町▲６１億２，５００万円（同▲８．６％）など１２市町で

前回調査に比べ減少した。一方、佐世保市＋１１５億４，８００万円（同＋５．２％）、時津町

＋６９億２，８００万円（同＋１１．６％）、対馬市＋５億３，０００万円（同＋１１．６％）の

６市町で増加した。 

また、市町別の構成比は、長崎市（２５．９％）、諫早市（２４．３％）、佐世保市（１３．５％）

の順になっている。 
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（９）従業者規模別の状況 
 

① 事業所数 

従業者規模別にみた事業所数は、３０人未満の事業所が１，２６４業所（７９．９％）を占め、  

３０人～２９９人の事業所が２９２事業所（１８．４％）で、両者を合わせた３００人未満の事業所

が９８．３％、３００人以上の事業所が２５事業所（１．７％）であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で４６事業所の減、３０人～２９９人の事業所で１３

事業所の減、３００人以上の事業所は増減なしとなっている。 
 

② 従業者数 

従業者規模別にみた従業者数は、３０人未満の事業所が１４，４６１人（２６．４％）、３０人～

２９９人の事業所が２２,５６６人（４１．３％）、３００人以上の事業所が１７,６０３人（３２．３％）

であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で２５２人の減、３０人～２９９人の事業所で７８９人

の減、３００人以上の事業所で４７４人の減となっている。 
 

③ 製造品出荷額等 

従業者規模別にみた製造品出荷額等は３０人未満の事業所が２,０９４億６,８００万円（１２．３％）、

３０人～２９９人の事業所が４，６６３億４，３００万円（２７．１％）、３００人以上の事業所が

１兆４３３億９，９００万円（６０．６％）であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で１６億５，３００万円の増、３０人～２９９人の事

業所で２７５億１，３００万円の減、３００人以上の事業所で４３８億９，１００万円の減となってい

る。 
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（１０）１事業所当り、従業者１人当りの製造品出荷額等、付加価値額 

① 製造品出荷額等 

 １事業所当りの製造品出荷額等は１０億８,７４２万円で、前回調査に比べて３４１万円の減少とな

った。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業１８７億７,０４８万円、はん用

機械器具製造業５８億３,５７０万円、業務用機械器具製造業５７億９，９２５万円など７業種であっ

た。 

 従業者１人当りの製造品出荷額等は３，１４７万円で、前回調査に比べて３９万円の減少となった。 

平均を上回っている業種は、はん用機械器具製造業６，８５９万円、業務用機械器具製造業６，８４６万円、 

電子部品・デバイス・電子回路製造業６,２９２万円など７業種であった。 

 

② 付加価値額 

 １事業所当りの付加価値額は４億２，１３０万円で、前回調査に比べて１，３６１万円の増加となっ

た。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業１２０億２,０６６万円、はん用

機械器具製造業２８億８,６７６万円、業務用機械器具製造業７億６，５４１万円の３業種であった。 

 従業者１人当りの付加価値額は１,２１９万円で、前回調査に比べて２８万円の増加となった。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業４,０３０万円、はん用機械器具

製造業３,３９３万円、化学工業１,３３８万円の３業種であった。 
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～各グラフの年数について～ 

「利用上の注意」P６ 一部抜粋 

 

平成２９年工業統計調査より、調査日を６月１日（従前は１２月３１日）に変更したため事業所 

数、従業者数については令和２年６月１日現在、現金給与総額、製造品出荷額等、付加価値額に 

ついては、平成３１年１月～令和元年１２月の実績により調査している。 

  このため、本概要版における年次は以下のとおり。 

① 「令和元年」および「令和２年」の数値は、２０２０年工業統計の結果に基づく数値で

ある。 

② 「平成２３年」、「平成２４年」、「平成２７年」および「平成２８年」の数値は経済

センサス-活動調査の結果に基づく数値である。 

調査名 出荷額等 

付加価値額 

左記項目の 

調査年数 

事業所数 

従業者数 

左記項目の 

調査期日 

H２４年経済センサス-活動調査 H２３ H２３年１月１日 

～１２月３１日 

H２４ H２４年２月１日現在 

H２８年経済センサス-活動調査 H２７ H２７年１月１日 

～１２月３１日 

H２８ H２８年６月１日現在 

③ 上記以外の年次の数値は、表示年次に実施した工業統計の結果に基づく数値である。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 


